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①実施方法 インターネット調査
②調査期間 2021年１月22日～１月25日 ※第３回は2020年１月18日～１月19日
③調査対象 日本全国 10～70歳代の男女
※性年代各100人ずつ、計1,400人を人口構成比でウエイトバック集計

電通 第４回「ＳＤＧｓに関する生活者調査」
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表２：ＳＤＧｓ認知率（性年代別）

出典： 第4回「SDGsに関する生活者調査」(電通Team SDGs)
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表１：ＳＤＧｓの認知度

内容まで含めて知っている 内容はわからないが名前は聞いたことがある
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表３：ＳＤＧｓについて、自分で何か行うにはハードルが高い
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表５：認知経路（ＳＤＧｓを知ったきっかけ）
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表４：ＳＤＧｓ認知率（職業別）
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表６：認知経路「テレビ番組」 職業別

出典： 第4回「SDGsに関する生活者調査」(電通Team SDGs)
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【分析①】

ＳＤＧｓの認知度はおよそ１年（2020年は29.1％）でほぼ倍増しており、特

に10代のＳＤＧｓ認知率が高く、男女ともに７割を超えている。また、10代

は「自分で何かするにはハードルが高い」と回答した割合が22.1％と最も低

かった。

認知度が高い10代は行動に対する難しさもあまり感じない傾向があり、他の

年代では、認知度が高い30代でハードルが高いと感じる割合は26.1％で、認

知度が高いと、ハードルの高さは感じにくい傾向がある。

また、20代と50代を比較すると認知度があまり変わらないものの、何かす

るにはハードルの高いと感じるかについては、20代が29.4％、50代が36.9％

だった。より若い世代の方が、ＳＤＧｓについて行動することに抵抗がないこ

とがわかる。

【分析②】

職業別の認知度では学生が76.1％と最も高いものの、認知経路としては、情

報ＷＥＢや新聞からテレビ番組に移行している。

職業別にテレビ番組を認知経路とした人については、専業主夫・主婦が

69.3％と最も高い。テレビやラジオといったメディアの発信によって、業務や

授業に関わらない専業主夫・主婦層の認知率の向上につながっている。



①実施方法 インターネット調査
②実施時期 2020年８月25日～８月27日
③実施対象 多摩・島しょ地域の住民 612人
※人口推移によって、地域の持続可能性に対する認識や自治体ＳＤＧｓのニーズが異なることが見込ま
れたため、人口推移と将来推計人口の動向に基づき、「地域類型（人口減少が続く自治体・人口減少に
転ずる自治体・人口増加が続く自治体）」と「年齢階層（20～30歳代、40～50歳代、60歳以上）」の
サンプル数が均等となるように調整。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

表７：ＳＤＧｓの認知度 内容を知っている

ある程度知っている

聞いた（ロゴを見た）ことがある

聞いたことがない

25.0%

34.6%

38.4%

32.8%

24.7%

43.3%

38.4%

29.7%

29.6%

34.8%

39.5%

34.6%

40.2%

37.1%

39.7%

44.4%

22.4%

41.3%

31.0%

45.4%

44.4%

38.4%

32.0%

41.2%

50.8%

47.5%

41.0%

43.8%

44.8%

40.8%

35.1%

40.7%

39.2%

51.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

働きがいも経済成長も

産業と技術革新の基盤をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任 つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

表８：各ゴールの重要度

重要である やや重要である

あまり重要ではない 重要ではない

住んでいる地域にあてはまらない わからない

多摩・島しょ地域の住民を対象としたアンケート調査結果
出典：公益財団法人東京市町村自治調査会
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【分析①】

ＳＤＧｓの認知や関心は４～５割である一方、ＳＤＧｓの17ゴールには６～８割の

住民から共感が得られている。関心がないことの主な理由は「わからない」ことであ

り、ＳＤＧｓをわかりやすく伝えることで住民の共感を得られる可能性がある。

17ゴールでは、「③健康と福祉」「⑪まちづくり」「⑯平和と校正」などが特に

重視されている一方「⑤ジェンダー」については重視する割合がやや低い傾向があ

る。
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表９：ＳＤＧｓへの関心
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自分の生活にどんな関わりがあるのかわからない
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表10：ＳＤＧｓに関心がない理由

【その他】の主な内容
・特に理由はない
・ちょっと怪しんで捉えている
・自分の生活で精一杯だから 等
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83.3%

0.5%

2.8%

3.3%

4.6%

5.6%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行動したことはない

その他

ＳＤＧｓのセミナーやワークショップ、

勉強会に参加したことがある

ＳＤＧｓに関係があるボランティア活動やＮＰＯ

活動に参加・協力したことがある

ＳＤＧｓに関係がある企業の商品を買ったり、

投資をしたりしたことがある

ＳＤＧｓに関係があるようなことを

個人的に実践している

ＳＤＧｓについて本やＷｅｂで勉強したことがある

表11：ＳＤＧｓについて行動したこと

【その他】の主な内容
学校で学んだ 等

30.7%

1.6%

12.7%

17.0%

17.6%

50.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特に障害はない

その他

求められている内容や文章が難しく、理解がしにくい

周囲でＳＤＧｓを知っている人や実践している人

が少ないため話題にあげにくい

自分が必要と思っていても、

必ずしも周囲が望んでいるとは限らない

具体的に何をすればいいのかわかりにくい

表13：ＳＤＧｓについて行動する上での障害

【その他】の内容
行動する体力がない
自分のやりたいことを優先したい 等

57.4%

0.5%

4.4%

9.6%

15.7%

16.3%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行動したいことはない

その他

ＳＤＧｓのセミナーやワークショップ、

勉強会に参加したい

ＳＤＧｓに関係があるボランティア活動やＮＰＯ

活動に参加・協力したい

ＳＤＧｓに関係があるようなことを

個人的に実践したい

ＳＤＧｓに関係がある企業の商品を買ったり、

投資をしたりしたい

ＳＤＧｓについて本やＷｅｂで勉強したい

表12：ＳＤＧｓについて今後行動したいこと

【その他】の内容

もっとわかりやすい言葉で活動を広げ
ればぜひ参加したい
子どもとＳＤＧｓについて話してみたい

ＳＤＧｓに関してもっと発信・発言してい
きたい 等
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23.0% 36.8% 4.1% 1.5% 34.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

表14：居住する市町村がＳＤＧｓを推進すべきか

推進すべき

やや推進した方がよい

あまり推進しない方がよい

推進すべきではない

わからない

【分析②】

ＳＤＧｓに関する行動の経験や意向は低く消極的である一方で、現在に比べ
て今後行動したいという回答は増えており、行動の阻害要因としては「何をす
ればいいかわからない」が大半を占めている。具体的な活動内容の認知が広が
ることで、行動が拡大する可能性がある。

自治体によるＳＤＧｓの推進には、約６割が肯定的であり、ＳＤＧｓの認知
が進めばさらに住民の理解や協力が広がる可能性がある。「わからない」層も
多いため、ＳＤＧｓの認知が進めば、さらに住民の理解や協力が広がる可能性
がある。

16.2%

12.7%

14.7%

14.5%

44.1%

41.7%

31.9%

39.2%

13.7%

14.2%

12.3%

13.4%

8.3%

4.9%

4.9%

6.0%

17.6%

26.5%

36.3%

26.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人口増加が続く自治体

人口減少に転ずる自治体

人口減少が続く自治体

合計

表15：居住する市町村がＳＤＧｓを推進した場合の参加・協力意向

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない

（居住する市町村がＳＤＧｓを推進した場合に、何らかの形で参加・協力したいか）
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現在活動している, 6.9%

現在活動していないが、

活動したことがある, 

14.1%

活動したことはないが、今

後活動してみたい, 6.0%

活動したことはないが、関心

はある, 26.1%

活動したことはないし、あ

まり関心がない, 22.7%

活動したことはないし、関

心がない, 24.2%

表16：社会貢献活動の経験・関心

2.0%

5.0%

18.8%

32.4%

24.4%

38.1%

15.5%

31.7%

58.7%

37.8%

54.7%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活動したことはないし、関心がない

活動したことはないし、あまり関心がない

活動したことはないが、関心はある

活動したことはないが、今後活動してみたい

現在活動していないが、活動したことがある

現在活動している

表17：居住する市町村がＳＤＧｓを推進した場合の参加・協力意向
（社会貢献活動の経験・関心別）

そう思う ややそう思う あまりそう思わない 思わない わからない

【分析③】

社会貢献の意識が高いほどＳＤＧｓの認知や自治体の取組への参加意向が高く、社会貢献と
ＳＤＧｓを結び付けて啓発を図ることで理解・協力が広がる可能性がある。

【分析④】

「人口減少が続く自治体」「人口減少に転ずる自治体」「人口増加が続く自治体」等の地域
類型別では、「人口増加が見込まれる自治体」の方が、他の類型に比べて住民が参加・協力に
積極的な傾向がある。

一方で、「人口の減少が見込まれる自治体」は、他の類型に比べてＳＤＧｓ推進への参加・
協力に消極的な傾向があることから、参加・協力の阻害要因である理解の不足を解消すること
で、参加・協力意向が拡大する可能性があるため、啓発活動により力を入れる必要があるとい
える。
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令和３年度市政に関するアンケート集計結果
①実施方法 郵送調査法、無記名方式
②実施時期 令和３年４月１日調査票発送から４月20日回答投函締切
③実施対象 立川市に住民票を有する令和３年３月１日現在で満18歳以上の男女 3,000人
④対象抽出方法 層化無作為抽出（各町の人口規模・年代構成・男女比で比例配分の上、無作為抽出）
⑤回収結果 有効回収数1,092件、有効回収率36.4％

19.2%

19.1%

18.5%

18.5%

18.8%

70.3%

67.3%

65.4%

64.2%

65.8%

8.2%

12.6%

14.8%

15.1%

14.3%

2.3%

1.0%

1.3%

2.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表18：日常生活で温暖化防止（低炭素化）に取り組んでいますか。

積極的に取り組んでいる

取り組んでいる

取り組んでいない

無回答

20.8%

23.8%

22.1%

23.0%

21.9%

70.4%

67.3%

69.3%

66.3%

68.7%

6.8%

8.6%

7.6%

8.1%

8.7%

2.0%

0.3%

1.0%

2.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表19：ごみの３Ｒ（発生抑制：リデュース、再使用：リユース、再生利用：リサ

イクル）に取り組んでいますか。

積極的に取り組んでいる

取り組んでいる

取り組んでいない

無回答

90.9%
47.3%

56.2%
60.8%

39.9%
88.0%

84.9%
70.9%

66.4%
3.2%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マイバッグを持参し、レジ袋は受け取らない
過剰包装は断る

不要なものを購入せず、買いすぎないように心掛ける
生ごみの水切りをする

壊れたら修理し、できるだけ長く使う
ペットボトル、紙パック、発泡トレイ等は洗って排出する

紙類などの資源とごみの分別を徹底する
料理を食べ残さないように心掛けている
食品・食材を使い切るように心掛けている

その他
無回答

表20：ごみの３Ｒの具体的な取組

【分析①】
日常生活で温暖化防止に取り組んでいる市民は89.5％、ごみの３Ｒに取り組んで

いる市民は91.2％であり、市民の環境意識は強く、ＳＤＧｓの理解・関心が得やす
い風土がある。また、ごみの３Ｒの具体的な取組の中には、ＳＤＧｓに関わるもの
が含まれており、場合によっては既にＳＤＧｓに取り組んでいると言える。

立川市の現状について
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10.2%

12.4%

11.3%

11.9%

11.3%

52.1%

54.7%

53.5%

56.5%

53.2%

24.4%

19.8%

21.0%

19.8%

21.9%

9.0%

9.9%

9.6%

7.9%

8.4%

4.4%

3.1%

4.6%

3.9%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表22：お住まいの地域に対して何か貢献したいと思うことはありますか。

思う

どちらかといえば思う

どちらかといえば思わない

思わない

無回答

34.8%

38.8%

36.3%

34.4%

36.6%

60.0%

55.4%

55.1%

60.0%

55.5%

5.2%

5.8%

8.6%

5.5%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表23：お住まいの地域に課題（困っていることなど）がありますか。

ある

ない

無回答

0.3%
20.8%

9.5%
19.7%

40.0%

24.7%

16.1%
14.2%

7.4%
27.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答
その他
景観
環境

道路整備
防犯
防災

高齢者支援
子育て

近所づきあい

表24：地域の課題（困っていることなど）は何ですか。

（あてはまるものすべて選択）

【分析②】
「男は仕事、女は家庭」という考え方については、思わないと回答している割合

が年々増加傾向であり、ＳＤＧｓゴール５に含まれる女性の活躍について、徐々に
受け入れる風土が整ってきている。
地域で課題があると答えた割合は約35％で、道路整備や近所づきあい、防犯に関

する課題があるとの回答数が多く、ＳＤＧｓを通じて、地域に貢献したいと回答し
た約6割の市民による課題の解決ができれば、ＳＤＧｓが受け入れられるきっかけ
ができる。

2.1%

4.0%

3.8%

3.8%

5.5%

13.6%

18.8%

19.0%

22.5%

20.2%

23.4%

25.3%

25.4%

24.6%

27.7%

57.9%

51.3%

50.5%

47.9%

45.3%

3.0%

0.5%

1.3%

1.1%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表21：「男は仕事、女は家庭」という考え方について、どのように思うか。

思う

どちらかといえば思う

どちらかといえば思わない

思わない

無回答
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12.2%

2.4%

3.4%

15.5%

9.1%

4.5%

28.5%

10.2%

6.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

行財政運営関連情報

高齢者・障害者関連情報

まちづくり・産業関連情報

環境関連情報

防災・安全・安心関連情報

スポーツ・文化関連情報

学校・教育関連情報

子育て関連情報

表27：最も入手したい行政情報は何か。

20.1%

20.2%

20.3%

20.5%

20.6%

54.1%

57.7%

56.2%

59.9%

59.4%

14.2%

11.4%

11.8%

9.8%

10.1%

8.8%

8.1%

6.7%

6.0%

5.6%

2.8%

2.5%

4.9%

3.7%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R２

H31

H30

H29

H28

表26：「広報たちかわ」やホームページ、SNSなどにより

必要な行政情報が入手出来ていると思うか。

思う どちらかといえば思う どちらかといえば思わない 思わない 無回答

3.8%

2.7%

10.3%

0.5%

4.4%

15.4%

28.5%

85.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

その他

市の情報誌

市以外の行政機関

市の行政機関窓口

SNS・見守りメール

市ホームページ

広報

表25：行政情報をどのような方法で入手していますか。

広報は、広報たちかわ・議会だより等
市の情報誌は、市民便利帳、子育て応援ブック「Hiチーズ」など

【分析③】
市の情報は広報たちかわで入手する割合が85％を超えており、７割以上が必要な

行政情報を入手出来ていると感じている。最も入手したい情報は、防災・安全・安
心に関する情報で28.5％であり、入手したい情報にSDGｓを結び付けて発信するこ
とで、効果的な発信につながる可能性がある。
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表28：総人口の見通し

（人）

（年）

実績値 推計値

数値目標 単位
Ｈ25年度
（基準値）

Ｈ30年度
（策定時）

Ｈ31年度 Ｒ２年度

来訪者数（ＪＲ立川駅・多摩都市モノレール立川駅
南北定期外乗車客数、公共駐輪場利用者数）

人 4,100万 4,200万 4,010万 2,800万

立川市全体のエネルギー消費量 TJ 7,666
7,127

（H28年度）
7,314

（H29年度）
7,316

（H30年度）

法人市民税法人税割課税対象者数 社 6,446 6,834 7,023 7,141

社会増減数 人
52

（H25年）
1,193
（H30年）

345
（H31年）

988
（R2年）

人口千人当たりの刑法犯認知件数 件
15.04
（H25年）

10.26
（H30年）

9.15
（H31年）

6.75
（R2年）

65歳健康寿命（65歳の人が要介護２以上の
認定を受けるまでの年齢の平均）

歳
男82.40
女85.84
（H25年）

男82.77
女86.15
（H29年）

男82.90
女86.22
（Ｈ30年）

男83.01
女86.37
（Ｈ31年）

立川市との連携協定締結件数 件 92 184 193 210

出生数 人
1,439
（H25年）

1,435
（H30年）

1,366
（H31年）

1,212
（R2年
速報値）

年少人口数（１月１日時点） 人 22,456 22,425 22,154 22,114

出典：「立川市第４次長期総合計画後期基本計画」「第１回立川市ＳＤＧｓ推進委員会資料」

【分析④】
社会増傾向が続いている一方で出生数・年少人口数の減少が著しい。転入によ

る社会増によって人口増加が続いているものの、子どもの数が減少している。
人口推計においては、2025年をピークに人口減少に転ずるとされている。

表29：まちづくり戦略数値目標の進捗状況


